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人事データ

「労使協議会」開催などを通じて労使がコミュニケー
シ ョ ン を 取 り な が ら 、 相 互 理 解 ・ 相 互 信 頼 の 関 係 を
築いています。

労使コミュニケーション
「安全衛生はすべての業務に優先す
る」ことを基本理念に、災害・事故
ゼロに向けた体制や仕組みを構築し
ています。

労働安全衛生

一 人 ひ と り の 人 権 と 個 性 を 尊 重 し 、 性 別 、 L G B T 、
年 齢 、 出 身 地 、 国 籍 、 人 種 、 民 族 、 信 条 、 宗 教 、
社会的身分、身体的障害、疾病等を理由として不当に
差 別 し な い こ と を 明 示 し て い ま す 。

人権尊重
従業員の個性や価値観はもとより性別
・国籍・文化・ライフスタイルなどの
多様性を尊重し、働きやすい職場環境
の整備に努めています。

ダイバーシティ

従 業 員 一 人 ひ と り が 個 々 の 能 力 を
存分に発揮できるよう、仕事と家庭の
両立支援をはじめ、各種制度の拡充に
努めています。

ワークライフバランス
従業員一人ひとりの成長を支援する
ために、教育プログラムを取り揃え
ると共に、グローバル人材育成にも
力を入れています。

人材育成

従 業 員

従業員
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ＳＵＢＡＲＵでは、職能資格制度に定められている各階層の役割を確実に果たせるよう、全階層の昇格者
および一部の中途入社の従業員を対象とした「新任研修」を実施しています。階層ごとに求められる役割
に応じた課題解決のスキルや知識を体系的に学び、実践・振り返りを通じて成長できるプログラムを実施
しており、2017年度は約1,800人が受講・修了しました。
階 層 別 以 外 に も 、 従 業 員 自 ら が 高 い 意 欲 を 持 っ て 成 長 し て い く こ と を 支 援 す る た め 、 個 人 ご と の 課 題 や
業務ニーズなどに応じた幅広い能力開発ができるよう教育プログラムを実施しています。職能別プログラム
で は 、 ビ ジ ネ ス ス キ ル の 習 得 ・ 向 上 を 目 指 し た 「 プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・ プ ロ グ ラ ム 」 を 実 施 す る 他 、
ビ ジ ネ ス ス ク ー ル へ の 通 学 を 支 援 し て い ま す 。 ま た 、 グ ロ ー バ ル 人 材 育 成 で は 語 学 力 向 上 を 中 心 と し た
各種プログラムを実施し、グローバルに活躍できる人材の育成を図っています。

教 育 体 系 の 整 備

人事制度の運用を通じて仕事の成果と能力の発揮度合いを客観的に評価すると共に、成長に向けて必要な
課題を上司と部下が共有しています。ＳＵＢＡＲＵの全従業員は、目標管理制度のもと、年3回（目標設定
・中 間 確認・成果確認）、上司と面談しています。なお、男女を問わず適正な処遇を実施し、性別による
基本給与の差はありません。

公 正 な 評 価 と 能 力 開 発 支 援

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 人 材 育 成 を 重 要 な 課 題 の ひ と つ と 位 置 付 け て お り 、 職 能 資 格 制 度 、 人 事 考 課 制 度 、
目 標 管 理 制 度 、 人 事 ロ ー テ ー シ ョ ン 、 教 育 体 系 で 構 成 さ れ る 「 人 事 制 度 」 を 人 材 育 成 の た め の ツ ー ル と
位置付け、活用しています。
また、国内・海外のグループ会社ではそれぞれの事業内容や地域性を踏まえた取り組みを推進しています。

人 材 育 成 の 考 え 方

従業員：人材育成
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STSでの基本技能教育の様子

ＳＵＢＡＲＵは、将来を担う若い技能者を対象とする「スバルテクニカル
スクール（STS）」を2006年に開校し、各階層に応じた安全で質の高い
技術・作業の伝承によって、高品質な製品の提供に取り組んでいます。

新卒から20歳代半ばまでの従業員を受講生とし、それぞれの技能レベルに
合った教育を提供しています。2017年度は624人が受講・修了し、累計
での修了生は4,296人となりました。

技 能 伝 承 に 向 け た 取 り 組 み

内定者教育

新入社員研修

各事業所
プログラム自己啓発

支援グローバル人材育成職能別プログラム階層別プログラム
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技術統括本部 試作部 
試作第一課
大野 諒雅

私 が 技 能 五 輪 大 会 に 挑 戦 し た い と 思 っ た き っ か け は 、 高 校 時 代 の 先 輩
が Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で 技 能 五 輪 選 手 と し て 活 躍 し て い る 姿 を 見 て 憧 れ た こ
と で す 。 今 回 、 金 賞 と い う 結 果 を 出 せ た こ と で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 技 量
を 世 の 中 に ア ピ ー ル で き た と 嬉 し く 思 っ て い ま す 。 講 師 や 指 導 員 の 方
に は 、 技 術 面 は も ち ろ ん で す が 、 そ れ 以 上 に 人 と し て 、 社 会 人 と し て
の 行 動 や 発 言 、 立 ち 居 振 る 舞 い の 指 導 を 受 け ま し た の で 、 今 後 も 大 切
にしていきたいと考えています。
技 能 五 輪 大 会 へ の 挑 戦 は 「 心 ・ 技 術 ・ 身 体 」 が 必 要 で す 。 つ ら い 部 分
も あ り ま す が 、 乗 り 越 え た 先 に 新 し い 自 分 に 出 会 え る と 思 い ま す 。 何
よ り 、 モ ノ づ く り の 世 界 は 無 限 の 可 能 性 を 秘 め 、 発 想 一 つ で 何 で も つ
く る こ と が で き ま す 。 技 能 や 知 識 の 習 得 も 大 切 で す が 、 モ ノ づ く り の
愉しさを知ることが原点だと思います。

受賞者のコメント

青 年 技 能 者 の 技 術 レ ベ ル の 日 本 一 を 競 う 技 能 競 技 大 会 で 、 次 世 代 を 担 う 青 年 技 能 者 に
努力目標を与えると共に、大会開催地域の若者に優れた技能を身近に触れる機会を提供
するなど、技能の重要性をアピールし、技能尊重の機運を高めることを目的としています。
全 国 か ら 1 , 3 0 0 人 以 上 の 優 秀 な 技 能 者 が 出 場 し 、 技 能 五 輪 大 会 優 勝 者 は 、 国 際 大 会
（2年に一度、奇数年に開催）に日本代表として参加します。

「技能五輪全国大会」とは？

第55回技能五輪全国大会
「自動車板金」職種 ＳＵＢＡＲＵ 初の金賞を受賞

TOPICS

製造本部 第三製造部 製作課
上野 央貴

講師の方々は、未熟な私たちに根気よく熱心に教えていただき、
職場ですぐに生かせる知識や技能を学ぶ事ができました。スバル
テクニカルスクールで学んだ知識、技能をムダにすることなく、
伝統あるＳＵＢＡＲＵの従業員として恥じぬようさらに精進し、
お客様に安心して乗っていただけるクルマづくりを目指します。

「お客様第一」の実現に向けて修了者の声
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ＳＵＢＡＲＵは、1998年度よりフレックス勤務を導入しています。2016年度からは、フレックスタイム
勤 務 のコアタイムを4 時間から2 時間に短縮し、より業務の特性や繁閑に合わせた働き方ができるように
し ま し た 。 従 業 員 一 人 ひ と り が 業 務 時 間 を コ ン ト ロ ー ル し 、 業 務 負 荷 が 低 い 時 期 に は 早 く 帰 れ る な ど 、
労働時間短縮やプライベートの充実にも寄与しています。

フレックスタイム勤務

ＳＵＢＡＲＵは、これまで設定していた定時間日（ノー残業デイ）に加え、2015年度から全事業所で、
管 理 職 を 含 め て 全 員 が 定 時 退 社 を す る 「 ウ ル ト ラ 定 時 間 日 」 を 新 た に 設 定 し ま し た 。 従 来 に 比 べ 、
よ り 効 率 的 に 業 務 計 画 を 立 て 実 行 す る こ と が 求 め ら れ る よ う に な り ま し た 。 こ う し た 取 り 組 み の 結 果 、
定時間日の退社状況が改善するなど、従業員の労働時間に対する意識が向上しています。

ノー残業デイ

長 時 間 労 働 削 減 に 向 け た 取 り 組 み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 多 様 な 従 業 員 一 人 ひ と り が 個 々 の 能 力 を 存 分 に 発 揮 で き る 環 境 整 備 が 重 要 と
考 え て い ま す 。

従業員の多様性を尊重し、仕事と生活の調和（ワークライフバランス）を実現するため、働き方の多様化
を進めると共に、制度の拡充に取り組んでいきます。国内・海外の関係会社では、それぞれの事業内容や
地域性を踏まえたワークライフバランス支援の取り組みを進めています。

ワ ー ク ラ イ フ バ ラ ン ス の 考 え 方

従業員：ワークライフバランス
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介護休業取得者数（ＳＵＢＡＲＵ単独）

ＳＵＢＡＲＵでは、仕事と介護を両立させるために準備しておくべきことをまとめた冊子「介護サポート
ハンドブック」を作成、配布し、社内外の各種制度や相談窓口を周知しています。
ま た 、 カ フ ェ テ リ ア プ ラ ン に 介 護 サ ー ビ ス メ ニ ュ ー を 用 意 し 、 従 業 員 の 負 担 が 軽 減 さ れ る よ う に 配 慮
しています。

仕 事 と 介 護 の 両 立 支 援

有給休暇取得率（ＳＵＢＡＲＵ単独）

2017年度より、開発部門を中心に、22時に執務フロアを施錠して退社を徹底する取り組みを開始しました。
残業時間の上限を明確にすることで、長時間労働の削減に効果が出ています。2018年度からは対象職場を
拡大し、引き続き取り組んでいます。

22時退社の徹底
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育児休業取得者数（ＳＵＢＡＲＵ単独）

小 学 校4年生就学の始期まで利用可能で、フレックスタイム（コアタイム2時間）との併用も可能として
います。

育児の短時間勤務制度

ＳＵＢＡＲＵは、従業員の子どもが2歳の誕生日を迎えた最初の4月末まで延長できるものと定めています。

育児休業制度

ＳＵＢＡＲＵは、仕事と育児の両立に向けて法定以上の制度を整え、現在は、仕事と育児を両立しながら
キャリアアップを目指せる支援へと、ステップアップを図っています。
こ れ ら の 制 度 内 容 を 階 層 別 研 修 に お い て 講 義 す る 他 、 「 産 休 ・ 育 児 ハ ン ド ブ ッ ク 」 を イ ン ト ラ ネ ッ ト に
掲載するなどして、各種制度の周知や利用促進を働きかけています。

仕 事 と 育 児 の 両 立 支 援



157 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

くるみんマーク

また、次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づき、自主行動計画を策定、
実 践 し て い ま す 。 行 動 計 画 書 に お い て 計 画 を 達 成 し た 結 果 、 3 度 の 厚 生 労 働 大 臣
認定（くるみんマーク）を取得しました。

今 後 、 2 0 2 1 年 の 「 プ ラ チ ナ く る み ん マ ー ク 」 の 認 定 を 目 指 し て 取 り 組 み を 進 め
ます。
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シニア・関連企業統括グループ女性活躍・多様性推進グループ

ダイバーシティ推進室

人事部

体制図（チャート）

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お け る ダ イ バ ー シ テ ィ を 一 層 積 極 的 に 推 進 し て い く た め 、 2 0 1 5 年 1 月 、 ダ イ バ ー シ テ ィ
推 進 室 を 設 置 し ま し た 。 ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 室 で は 、 「 女 性 活 躍 推 進 」 「 障 が い 者 雇 用 」 「 外 国 人 採 用
の 企 画 推 進 」 「 高 齢 者 雇 用 推 進 」 を 重 点 テ ー マ に 掲 げ 、 中 で も 女 性 活 躍 の 推 進 を 最 重 要 課 題 と し て 取 り
組みを進めています。

ダイバーシティ推進室の設置

ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 体 制

ＳＵＢＡＲＵグループでは、ＳＵＢＡＲＵ独自の価値創造を実現し続けるため、さまざまな個性や価値観
を持つ従業員が個々の能力を十分に発揮できるよう、性別・国籍・文化・ライフスタイルなどの多様性を
尊重し、働きやすい職場環境の整備に努めています。また、国内・海外の関係会社では、ダイバーシティに
関してそれぞれの事業内容や地域性を踏まえた取り組みを進めています。

ダ イ バ ー シ テ ィ の 考 え 方

従業員：ダイバーシティ



159 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

職場内にある自動扉のスイッチや
作業台は、車いすの従業員に合わ
せた高さに設定

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 障 が い を 持 つ 従 業 員 が 、 働 く こ と を 通 じ て 輝 く こ と が
できる社内環境の実現に努めています。障がいを持つ従業員や、障がい
者のご家族から寄せられる意見を生かし、働きやすい職場づくりに取り
組んでいます。

2018年4月現在、Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ では製造業務を中心に269人の障がいを
持つ従業員が活躍しており、障がい者雇用率は2.28％でした。

企 業 の 社 会 的 責 任 と し て 障 が い 者 雇 用 に お け る 法 定 雇 用 率 を 守 り 、 
2019年4月1日時点での障がい者雇用率2.3％を目標として、安定・継続的
な雇用を推進していきます。

具体的な取り組みとしては、「女性のキャリア形成支援」として、女性管理職および管理職候補を対象と
す る メ ン タ ー 制 度 に 加 え 、 次 世 代 の 女 性 管 理 職 候 補 者 を 計 画 的 に 育 成 す る 「 女 性 チ ー ム リ ー ダ ー 層 に
向 け た キ ャ リ ア ア ッ プ 研 修 」 を 実 施 し て い ま す 。

今後も、こうした取り組みを継続的に推進するとともに、さらなる質の向上を図っていきます。

障がいを持つ従業員への取り組み

ＳＵＢＡＲＵでは「女性活躍推進法」に基づき、女性の活躍推進に向けた行動計画を策定しています。
行動計画では「発揮能力による実力値での登用を前提として、2020年度までに女性管理職数を、登用目標を
定めた2014年時点の5倍（4人→20人）以上とする」ことを目標に掲げ、取り組んでいます。

女性管理職数（ＳＵＢＡＲＵ単独）
2014年：4人
2018年：13人（4月時点）

女性のキャリア形成支援

女性活躍推進

ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 の 取 り 組 み
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2 0 1 4 年 度 に 特 例 子 会 社 の 認 定 を 取 得 し た ス バ ル ブ ル ー ム （ 株 ） は 、
2017年度も障がい者採用活動を積極的に実施しており、2018年4月時点
で64人の従業員と15人の指導員が、ＳＵＢＡＲＵの社員寮、および工場
での清掃業務を行っています。

2 0 1 7 年 度 も 障 が い 者 の 雇 用 だ け に と ど ま ら ず 、 近 隣 地 域 か ら の 視 察 ・
見学などを積極的に受け入れました。また、障がい者雇用促進に積極的
・ 協 力 企 業 と し て 、 群 馬 県 の 障 害 者 就 労 支 援 部 署 が 主 催 す る 「 障 害 者
就労サポーター企業」への登録を2016年度より行い、2017年度には、
特例子会社を立ち上げる近隣企業の支援も実施しました。
今 後 も 障 が い 者 雇 用 に 係 る 企 業 間 の ネ ッ ト ワ ー ク を 広 げ る こ と で 、
ノ ウ ハ ウ の 共 有 や 企 業 間 の 交 流 を 深 め 、 企 業 運 営 の さ ら な る 反 映 を
目 指 し ま す 。

多 く の 仲 間 が 働 く 職 場 と な り 、 こ れ か ら は 定 着 へ の 取 り 組 み も さ ら に
強 化 し て い き ま す 。 サ ポ ー ト 体 制 の 強 化 や 作 業 指 導 だ け で は な く 、
安 全 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス と い っ た 基 本 的 な 教 育 を 行 う と 共 に 、 仕 事 の
成 果 を 出 し て 働 く 喜 び を 実 感 で き る 体 制 を 築 い て い き ま す 。 ま た 、
入 社 後 に は 従 業 員 と 技 能 確 認 や 面 談 を 重 ね 、 モ チ ベ ー シ ョ ン 向 上 に
つ な げ て い ま す 。 さ ら に 休 日 を 利 用 し た イ ベ ン ト も 定 期 的 に 実 施 す る
こ と で 、 仕 事 を 通 じ て 出 会 え た 仲 間 と 同 じ 時 を 過 ご し 、 各 事 業 所 間 の
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 取 る 場 を 設 け て い ま す 。 2 0 1 8 年 度 も 従 業 員 一 人
ひとりが個性という名を咲かせる（ブルーム）会社を目指して、定着、
雇用、地域貢献に取り組んでいきます。

群 馬 県 主 催 の 「 障 害 者
就 労 サ ポ ー タ ー 企 業 」
登録証

特例子会社スバルブルーム株式会社TOPICS
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60歳以上の勤務経験者

ポルトガル語のマニュアル

ＳＵＢＡＲＵは、新卒・キャリアいずれも国籍を問わず採用活動を実施
し て お り 、 外 国 籍 の 正 規 従 業 員 お よ び 期 間 従 業 員 を 雇 用 し て い ま す 。
また、日本人の従業員を対象にした語学研修や海外派遣研修を整備する
な ど 、 外 国 人 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 力 や 異 文 化 へ の 理 解 力 を 高 め る
ための取り組みをしています。国際的な人材交流を通じて、社内活性化や
人材の安定確保にもつながっています。

なお、海外の事業所・関係会社においては、それぞれ独自に人材を採用
しており、各拠点の方針や事業に適した人材の確保に努めています。

外国人技能実習生につきましては、外国人技能実習制度に基づいた適切な
運 営 を 行 っ て い ま す 。 安 全 や 品 質 に 関 す る 教 育 を 基 本 と し な が ら 、
帰国後に現地での活躍につなげる取り組みとしています。

60歳定年後の再雇用の取り組み

グローバル人材育成の取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 6 0 歳 定 年 後 の 就 労 問 題 の 解 決 お よ び 人 材
の 活 用 を 図 る た め 、 2 0 0 3 年 に 定 年 後 再 雇 用 制 度 で あ る
「 シ ニ ア パ ー ト ナ ー 制 度 、 シ ニ ア ス タ ッ フ 制 度 」 を 導 入
しました。また、2013年4月からの「高年齢者雇用安定法」
の 改 正 に 対 応 す る と 共 に 、 定 年 退 職 者 が 持 つ ノ ウ ハ ウ ・
技 能 な ど を さ ら に 積 極 的 に 活 用 し て い く た め に 当 制 度 を
見直し、定年後も引き続き就労希望する従業員に対して、
原則社内およびＳＵＢＡＲＵグループ会社で就労すること
が できる制度としました。

今後も、定年を迎える従業員が持つ経験や能力を、後進の
指導育成や技能の伝承に生かし、60歳定年後の再雇用促進
に取り組んでいきます。

な お 、 2 0 1 7 年 度 の 6 0 歳 以 上 勤 務 経 験 者 は 、 3 7 6 人 で す 。
ＳＵＢＡＲＵは、2013年4月の「高年齢者雇用安定法」の
改 正 以 降 、 再 雇 用 を 希 望 す る 従 業 員 全 員 を 再 雇 用 し て い
ま す 。

再雇用率（ＳＵＢＡＲＵ単独）
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車いすの方も使用しやすいトイレ
（群馬製作所・新西本館）

車 い す の 方 も 通 門 で き る 入 出 門
ゲ ート（群馬製作所・新西本館）

※ 快 適 職 場 指 針 ： 労 働 安 全 衛 生 法 に お け る 「 事 業 者 が 講 ず べ き 快 適 な 職 場 環 境 の
形 成 の た め の 措 置 に 関 す る 指 針 」 。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 快 適 職 場 指 針 ※の 実 現 に 向 け 、 作 業 環 境 、 作 業 方 法 、
環 境 設 備 な ど の 各 項 目 に つ い て 、 組 織 的 ・ 計 画 的 に 改 善 活 動 を 行 っ て
い ま す 。 ま た 、 よ り 働 き や す い 職 場 を つ く る た め 、 休 憩 所 、 ト イ レ 、
喫 煙 所 、 食 堂 な ど の バ リ ア フ リ ー 化 を 進 め 、 施 設 の ユ ニ バ ー サ ル 化 を
行うことで、誰もが働きやすい職場づくりを目指しています。

2016年4月に完成した新西本館（群馬県太田市）においては、本社（東京都
渋谷区）同様、入出門ゲートやトイレなどの各種施設において、ユニバー
サル対応を実現しています。

ユニバーサル化への取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 期 間 従 業 員 を 対 象 に 正 規 従 業 員 へ 登 用 す る 制 度 が あ り ま す 。 2 0 1 1 年 度 か ら 2 0 1 7 年
度末の7年間で906人の期間従業員が正規登用となりました。本人の希望、職場推薦などを総合的に判断
して受験機会を提供し、期間従業員の意欲、活力向上につなげています。

期間従業員正規登用数

期 間 従 業 員 の 正 規 登 用 制 度
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各 種 ハ ラ ス メ ン ト の 防 止 に 向 け た 規 程 や ガ イ ド ラ イ ン を ま と め て い ま す 。 パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト に 関 し て
は 、 防 止 に 向 け た 「 パ ワ ハ ラ 解 説 集 」 を 作 成 し 、 全 従 業 員 （ 非 正 規 従 業 員 を 除 く ） に 配 布 す る と 共に、
イ ン ト ラ ネ ッ ト に 掲 載 し て い ま す 。 こ の 他 パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト の な い 職 場 に し て い く た め の 注 意 点 を
まとめた「パワハラ防止ハンドブック」を全ての管理監督者に配布しています。

ハ ラ ス メ ン ト が 発 生 し て し ま っ た 場 合 の 相 談 受 付 窓 口 と し て は 、 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン 」
に 加 え 、 本 社 お よ び 各 事 業 所 に 「 ハ ラ ス メ ン ト 相 談 窓 口 」 を 設 け て い ま す 。 相 談 者 自 身 が 連 絡 し や す い
窓口を選べる体制とすることで、気軽な相談を促し、早期の問題察知と解決を図っています。

行動ガイドライン
労使コミュニケーション

関連情報

良好な労使関係の構築に向けて

ハラスメントの防止

ＳＵＢＡＲＵの「行動ガイドライン」では、「性別、LGBT、年齢、出身地、国籍、人種、民族、信条、
宗 教 、 社 会 的 身 分 、 身 体 的 障 害 、 疾 病 等 を 理 由 と し て 不 当 に 差 別 し な い 」 こ と を 明 示 し て い ま す 。

こ う し た 人 権 尊 重 に 対 す る 意 識 向 上 を 図 る た め 、 2 0 1 5 年 度 か ら は 、 新 入 社 員 研 修 お よ び 管 理 者 研 修 に
お い て 、 ダ イ バ ー シ テ ィ の 必 要 性 や Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 取 り 組 み に つ い て 講 義 し て い ま す 。 2 0 1 7 年 度 は 、
14回の研修を 開 催 し 5 1 4 人 の 従 業 員 が 受 講 し ま し た 。

人権啓発活動

人 権 尊 重 の 取 り 組 み

ＳＵＢＡＲＵは企業行動規範に「私たちは、一人ひとりの人権と個性を尊重します。」と掲げています。
こ れ は 、 従 業 員 が 個 々 の 能 力 を 十 分 に 発 揮 で き る よ う に す る た め 、 性 別 や 性 的 指 向 （ L G B T ） 、 年 齢 、
国 籍 、 文 化 ･ ラ イ フ ス タ イ ル な ど の 多 様 性 を 尊 重 し 、 安 全 で 働 き や す い 職 場 環 境 の 整 備 に 努 め る こ と を
基 本 的 な 考 え 方 と し て い る た め で す 。

人 権 尊 重 の 考 え 方

従業員：人権尊重

https://www.subaru.co.jp/csr/compliance.html?id=a02
https://www.subaru.co.jp/csr/employees/communication.html
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従業員の災害防止、疾病予防、労働環境向上を目的に、会社と労働組合がそれぞれ選任した同数（各8人）
の委員で構成されるＳＵＢＡＲＵ中央安全衛生委員会を設置しています。なお、委員長1人は会社から、
副委員長1人は労働組合から選任しています。

中 央 安 全 衛 生 委 員 会 で は 、 労 働 安 全 衛 生 に 関 す る 基 本 方 針 を は じ め 、 労 働 災 害 や 職 業 性 疾 病 発 生 原 因 の
調 査 な ら び に そ の 対 策 、 労 働 環 境 の 向 上 、 安 全 衛 生 教 育 、 交 通 安 全 、 防 火 な ど を テ ー マ と し て 、 協 議 を
重ねています。

さらに、各事業所には事業所安全衛生委員会を置き、中央安全衛生委員会で出された方針および各事業所
安 全 衛 生 の 基 本 的 な 事 項 や 新 規 課 題 な ど を 議 論 し て い ま す 。 ま た 、 下 部 組 織 と し て 、 必 要 に 応 じ て 工 場
安全衛生委員会、部安全衛生委員会、課安全衛生委員会を設置しています。

安 全 衛 生 管 理 体 制

群馬製作所　矢島工場 

ＳＵＢＡＲＵは企業理念に基づき安全衛生を重要な経営課題と位置付け、
「安全衛生はすべての業務に優先する」ことを安全衛生基本理念として
います。全ての管理者と従業員はこの安全衛生基本理念のもと、職場の
安全と衛生を確保すると共に、より快適に働くことのできる職場環境の
改善に努めています。

国内・海外のグループ会社ではそれぞれの事業内容や地域性、各地の法
令などを踏まえた安全衛生方針を定め、それに基づいた取り組みを推進
しています。

安 全 衛 生 の 考 え 方

従業員：労働安全衛生
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東 京 事 業 所 で 行 わ れ た 2 0 1 8 年 度
安全衛生キックオフ大会の様子

毎 年 4 月 、 各 事 業 所 で 安 全 衛 生 キ ッ ク オ フ 大 会 を 開 催 し 、 従 業 員 が 災 害
・ 事 故 防 止 へ の 意 識 を 常 に 維 持 し な が ら 日 々 の 作 業 に あ た る こ と が
で き る よ う 、 活 動 目 標 ・ 計 画 を 周 知 し 、 そ の 達 成 に 向 け た 取 り 組 み を
進めています。

安全衛生キックオフ大会

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 毎 年 の 年 度 初 め に 、 各 事 業 所 で 一 斉 に 「 安 全 衛 生 キ ッ ク オ フ 大 会 」 を 行 っ て い ま す 。
これは「労働災害防止、交通安全」と「健康管理」に対する意識向上を図るため、事業所トップから年度
方 針 や 安 全 衛 生 活 動 に 取 り 組 む ポ イ ン ト な ど を 各 職 場 の 管 理 監 督 者 に 通 達 し 、 年 間 の 災 害 ・ 事 故 ゼ ロ に
向けて、気持ちを一つにして活動に取り組んでもらうことを目的に行っています。

安 全 衛 生 活 動

航空宇宙カンパニー
安全衛生委員会

群馬製作所
安全衛生委員会

東京事業所
安全衛生委員会

本社
安全衛生委員会

全社安全衛生事務局

経営会議

中央安全衛生委員会

代表取締役社長

安全衛生組織図
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各 事 業 所 で は ミ ス や ヒ ュ ー マ ン エ ラ ー を 防 止 す る た め に 、 構 内 の 横 断 歩 道 を は じ め と し た 指 差 し 呼 称 の
実 践 を 推 進 し て い ま す 。 全 従 業 員 が 指 で 左 右 、 前 方 を 指 し て 確 認 す る こ と で 、 安 全 行 動 へ の 意 識 レ ベ ル
と安全確認の精度向上を目指しています。

2. 指差し呼称の推進活動
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労働災害発生状況と災害度数率（ＳＵＢＡＲＵ単独）

ＳＵＢＡＲＵの全従業員は安全意識の高揚を図るため、「私は、行動を起こす前に
必ず安全を確認します」の内容を記載した「安全宣言バッジ」を着用しています。

1. 安全宣言バッジの着用

労働災害防止活動

2017年度労働災害発生件数は14件（内、休業災害1件）と過去最少の災害件数でした。また、災害頻度を
表すＳＵＢＡＲＵの災害全度数率は、0.37でした。

労働災害について
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 産 業 医 、 臨 床 心 理 士 、 健 康 支 援 室 に 所 属 す る 安 全 衛 生 ス タ ッ フ （ 保 健 師 、 看 護 師 ） が
連携しながらメンタルヘルス対策を行っています。事業所ごとに「一般従業員向け」および「管理者向け」
メンタルヘルス講習会などを実施しており、社内用の「管理監督者向けメンタルヘルス対応マニュアル」
の 発 行 、 さ ら に 休 職 者 の ス ム ー ズ な 職 場 復 帰 を 目 的 と し た 「 復 職 プ ロ グ ラ ム 制 度 （ 試 し 出 勤 、 慣 ら し
勤務）」を導入するなど、従業員が安心して働ける職場環境づくりに取り組んでいます。
ま た 、 2 0 1 6 年 度 か ら 実 施 し て い る 「 ス ト レ ス チ ェ ッ ク 」 の 結 果 を も と に 、 リ ス ク の 高 い 職 場 を 事 業 所
ご と に 抽 出 し 、 各 事 業 所 の 保 健 師 が 職 場 と 意 見 交 換 す る 改 善 活 動 を 始 め ま し た 。 今 後 、 良 い 活 動 を 積 み
上げることでＳＵＢＡＲＵのメンタルヘルスへの取り組みを確立していきます。

5. メンタルヘルスへの取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 従 業 員 の 健 康 づ く り の 取 り 組 み を 積 極 的 に 推 進 し て い ま す 。 単 に 健 康 障 害 を 防 止 す る
という観点だけでなく、継続的かつ計画的に、心身両面にわたる健康の保持・増進に取り組んでいます。

2018年度から保健師、看護師を中心とした「健康増進分科会」を新たに設置し、従業員の健康について
議論し、実際の活動に反映させています。

4. 健康づくりの取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 従 業 員 の 業 務 ・ 通 勤 ・ 私 用 全 て の 交 通 事 故 を 防 止 す る た め 、 自 動 車 通 勤 が 多 い 自 動 車
部 門 、 航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー の 全 従 業 員 を 対 象 に 、 心 理 学 を 応 用 し た 「 運 転 適 性 検 査 」 と 、 「 ド ラ イ ブ
レコーダー」を用いて、自身の運転のクセなどを把握する取り組みを継続して行っています。

3. 交通安全支援活動
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群馬製作所  人事部  保健師

宮内 優

企 業 に と っ て 従 業 員 は 最 大 の 財 産 で あ り 、 「 健 康 で い き い き
働 け る 」 こ と は 企 業 の 成 長 、 発 展 に つ な が り ま す 。 従 業 員 一 人
ひ と り が 「 元 気 に 出 社 し て 、 元 気 に 退 社 」 で き る よ う に 、 健 康
づくりを支援しています。

まず、重要なのは「心のケア」です。メンタルヘルス対策では、
研 修 会 を 通 し て 従 業 員 本 人 、 そ の 周 囲 が ス ト レ ス に 早 く 気 が
付 け る よ う な 体 制 づ く り や 職 場 改 善 活 動 な ど 「 働 き や す い 職 場
づくり」を目指しています。

次 に 、 「 身 体 の ケ ア 」 で す 。Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で 最 も 従 業 員 が 多 い
群 馬 製 作 所 で は 、 春 と 夏 に 行 っ て い た 健 康 診 断 を 従 業 員 の
「 誕 生 月 」 に 変 更 し ま し た 。 そ の こ と で 本 人 が 健 康 に つ い て
考 え る き っ か け づ く り と 、 二 次 健 診 や 保 健 指 導 を タ イ ム リ ー に
つ な げ る こ と に な り 、 健 康 意 識 の 向 上 や 生 活 改 善 を 図 る こ と が
できました。

従 業 員 が 生 涯 現 役 で 健 康 に 働 く た め に 、 い つ も 気 軽 に 相 談 で き
る存在になれるように心掛けていきます。

従業員がいつでも気軽に相談できる存在でありたい！保健師の声
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 従 業 員 は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 労 働 組 合 に 加 入 し て い ま す 。 組 合 員 数 は 、 全 従 業 員 1 5 , 5 6 1 人 中
1 3 , 8 2 7 人 で す 。 （ 2 0 1 7 年 1 0 月 1 日 時 点 ） 。 ま た 、 国 内 の 販 売 会 社 や 関 係 会 社 に も 労 働 組 合 が 存 在 し て
おり、それらを合わせたＳＵＢＡＲＵ関連労働組合連合会（ＳＵＢＡＲＵ労連）の組合員数は、25,487人
です（2017年10月1日時点）。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と 労 働 組 合 は 、 円 滑 な 企 業 運 営 と 相 互 の 意 思 疎 通 を 図 る た め 、 「 労 使 協 議 会 」 を 毎 月 1 回
以上開催し、経営方針や業績の概要、生産、販売に関する事項、労働諸条件、働き方の課題などについて
協議しています。従業員に著しい影響を与える業務変更についても、十分に協議した上で、労使で従業員
に対し事前に周知することとしています。

近 年 の 労 使 関 係 は 、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 密 に 取 り な が ら 相 互 理 解 ・ 相 互 信 頼 の 関 係 を 築 い て お り 、
良好な状況を維持しています。

良 好 な 労 使 関 係 の 構 築 に 向 け て

従業員：労使コミュニケーション
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（単独）

（連結）

従 業 員 デ ー タ

従業員：人事データ




